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平成２３年３月期第１四半期決算短信の開示状況について 

 
 

平成２２年１１月１６日 
株式会社東京証券取引所 

 
１．目的 

 
  今回の調査は、本年３月２４日付で公表した「上場制度整備懇談会ディスクロージャ

ー部会報告」1の提言に基づいて、本年６月に、効果的かつ効率的なディスクロージャー

を実現するため、有価証券上場規程等の改正と、四半期決算短信の様式・作成要領その

他の実務上の取扱い等の見直しを行ったことを踏まえ、上場会社による投資者ニーズに

応じた的確なディスクロージャーの定着を図る観点から、当該見直しが最初に適用され

た平成２３年３月期第１四半期に係る四半期決算短信の開示状況を取りまとめたもので

す。 
 
２．調査対象 

 
  平成２２年６月末日現在の市場第一部、市場第二部及びマザーズに上場する内国会社

のうち、「Ⅰ 四半期決算短信の開示に係る平均所要日数等」の調査においては３月中の

一定の日を事業年度の末日とする１，７４１社2、「Ⅱ 四半期決算短信の内容の開示状況」

の調査においては３月末日を事業年度の末日とする１，７２７社3を対象として実施して

います。 
 

                                                  
1 上場制度整備懇談会ディスクロージャー部会報告「四半期決算に係る適時開示、国際会

計基準（ＩＦＲＳ）任意適用を踏まえた上場諸制度のあり方について」は、当取引所ホー

ムページ http://www.tse.or.jp/（HOME＞制度・企画＞上場制度の総合整備＞ディスクロー
ジャー部会）をご参照ください。 
2  平成２２年９月以降に四半期決算短信を開示した会社（１社）及び四半期決算短信の開
示前に上場廃止となった会社（４社）を除きます。 
3 四半期決算短信の開示前に上場廃止となった会社（４社）を除きます。 
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Ⅰ 四半期決算短信の開示に係る平均所要日数等 
 
１．開示時期に関する見直しの概要 

 
  従来、当取引所では、四半期決算の内容の早期開示を促進する観点から、すべての上

場会社に対して、一律に四半期会計期間等の末日から３０日以内に開示を行うことが望

ましいとの要請を実施しておりましたが、本年６月の見直しにおいて、そのような開示

時期の目安を示すことは取りやめ、上場会社が自ら投資者のニーズに応じた適切な時期

を選択し、開示していただくこととしました。 
  上場会社は、ＩＲ活動や記者会見等を通じて、投資者や株主とのコミュニケーション

を密接に行い、投資者ニーズを把握するように努めるとともに、これに応える適切な時

期に開示することが求められます。 
  なお、上場会社内部における重要な会社情報の滞留の解消や、投資者に対する早期の

情報提供の観点から、開示可能となった段階では、直ちに開示することが望まれます。 
 
※ 四半期決算短信の開示所要日数に係る分布状況及び日別決算発表会社数の詳細につ

いては、「平成２３年３月期第１四半期決算短信発表状況の集計結果について」（東証

上会第９１１号 平成２２年９月９日）をあわせてご参照ください。 
 
２．調査結果の概要 

 
 四半期会計期間等の末日から四半期決算の内容の開示日までの平均所要日数は、前

年同四半期との比較で若干の短縮（－０．３日）となっています。 
 

 今般の制度及び実務上の取扱いの見直し後においても、上場会社の早期開示に向け

た取組みにトレンドの変化は見られません。 
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３．四半期決算短信の開示所要日数 
 

【表Ⅰ－１ 全社平均所要日数】（単位：日） 
年 度 平均所要日数 

平成２３年３月期第１四半期 ３４．１ 
平成２２年３月期第１四半期（参考） ３４．４ 

 
【表Ⅰ－２ 開示所要日数の変動状況（前年同四半期との比較）※】（単位：社） 
市場区分 １日以上の短縮 １日以上の延伸 変化なし（同日） 
市場第一部 ７８９ ２５１ ２７７ 
市場第二部 １７９ ６１ ７５ 
マザーズ ３８ １９ １５ 
総計 

（比率） 
１，００６ 

（５９．０％） 
３３１ 

（１９．４％） 
３６７ 

（２１．５％） 
※ 上表は、平成２３年３月期第１四半期の四半期決算の内容を開示した上場会社

（本年６月末日を四半期会計期間等の末日とするものに限る。）のうち、前年同四

半期に四半期決算の内容の開示を実施したもの（１，７０４社）を対象とする。 
 

【表Ⅰ－３ 市場区分別の平均所要日数】 

市場区分 
会社数 
（社） 

平均所要日数 
（日） 

（参考） 
前年同四半期 

平均所要日数（日） 
市場第一部 １，３３４ ３３．８ ３４．１ 
市場第二部 ３３１ ３５．２ ３５．３ 
マザーズ ７６ ３５．０ ３５．４ 
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【表Ⅰ－４ 業種別の平均所要日数】 

業種 会社数 
（社） 割合※ 平均所要日数 

（日） 

（参考） 
前年同四半期 

平均所要日数（日） 
水産・農林業 ５ ０．３％ ３３．２ ３３．２ 
鉱業 ６ ０．３％ ３６．７ ３６．６ 
建設業 １０６ ６．１％ ３６．１ ３６．０ 
食料品 ６５ ３．７％ ３３．７ ３４．０ 
繊維製品 ３４ ２．０％ ３５．１ ３５．３ 
パルプ・紙 １２ ０．７％ ３５．６ ３５．８ 
化学 １２６ ７．２％ ３４．５ ３５．３ 
医薬品 ３５ ２．０％ ３３．２ ３３．５ 

石油・石炭製品 ６ ０．３％ ３５．８ ３４．４ 
ゴム製品 １４ ０．８％ ３４．４ ３４．７ 

ガラス・土石製品 ３１ １．８％ ３６．３ ３７．３ 
鉄鋼 ４２ ２．４％ ３１．７ ３２．３ 
非鉄金属 ３０ １．７％ ３４．５ ３３．５ 
金属製品 ４２ ２．４％ ３６．０ ３５．９ 
機械 １４０ ８．０％ ３４．９ ３５．０ 
電気機器 １６８ ９．６％ ３２．８ ３３．５ 
輸送用機器 ７８ ４．５％ ３２．４ ３３．２ 
精密機器 ２９ １．７％ ３６．２ ３６．８ 
その他製品 ４４ ２．５％ ３５．０ ３４．８ 
電気・ガス業 ２０ １．１％ ３０．２ ３１．５ 
陸運業 ４２ ２．４％ ３４．２ ３４．３ 
海運業 １１ ０．６％ ３１．９ ３２．０ 
空運業 ４ ０．２％ ３４．３ ３５．０ 

倉庫・運輸関連業 ２４ １．４％ ３４．６ ３４．４ 
情報・通信業 １２１ ７．０％ ３３．１ ３３．２ 
卸売業 １４６ ８．４％ ３３．７ ３３．７ 
小売業 ７７ ４．４％ ３４．６ ３４．８ 
銀行業 ８６ ４．９％ ３４．０ ３４．４ 

証券、商品先物取引業 ２４ １．４％ ２９．３ ２９．２ 
保険業 ８ ０．５％ ４２．３ ４２．１ 

その他金融業 ２２ １．３％ ３２．９ ３２．８ 
不動産業 ４５ ２．６％ ３５．０ ３４．３ 
サービス業 ９８ ５．６％ ３５．２ ３５．６ 

   ※ 調査対象とした上場会社数（１，７４１社）に対する割合。 
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Ⅱ 四半期決算短信の開示内容 
 
１．開示内容に関する見直しの概要 

 
  従来、当取引所では、四半期決算に係る適時開示に際し、すべての上場会社に対して

一律に同様の内容の開示を要請してきましたが、本年６月の見直しにおいて、画一的な

開示を求める事項を最小限にとどめ、原則として、上場会社の判断によって、投資者ニ

ーズに応じて的確な開示内容を選択するものとしました。 
  上場会社は、継続的なＩＲ活動等を通じて投資者・株主との間のコミュニケーション

を密接に行い、投資者ニーズの把握に努めるとともに、これに応える適切な開示を行う

ことが求められます。 
 
○四半期決算短信（サマリー情報）様式 
上場会社は、四半期決算の内容の開示を当取引所所定の「四半期決算短信（サマリー

情報）」により行うことが義務付けられています。当取引所では、上場会社が採用する会

計基準等に応じて５種類の「四半期決算短信（サマリー情報）」の様式を定めています。 
 
○当取引所から必須の内容として開示を要請する事項 
当取引所では、四半期決算短信の開示に際しての最低限の添付資料として、次の事項

の開示を要請しています。 
・ 添付資料の目次等 
・ 基本財務諸表（四半期貸借対照表、四半期累計期間に係る四半期損益計算書、継続

企業の前提に関する注記、株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）（要

約でも可） 
・ その他の情報（当四半期中における重要な子会社の異動、簡便な会計処理及び特有

の会計処理の適用、会計処理の原則・手続、表示方法等の変更等） 
 
○投資者ニーズを踏まえた開示が求められる事項 
四半期決算短信の開示に際して、最低限の添付資料のほか、上場会社各社の四半期財

務情報の投資判断情報としての有用性を踏まえ、適切な追加情報を開示することが要請

されています。 
  （具体例） 

・ 経営成績に関する説明（定性的情報） 
・ 財政状態に関する説明（定性的情報） 
・ 業績予想に関する説明（定性的情報） 
・ 四半期貸借対照表、四半期累計期間に係る四半期損益計算書以外の財務諸表（四半

期会計期間に係る損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書、セグメント情報、

その他の注記等） 
・ 投資者の投資判断上個別情報が重要と考えられる場合における個別財務諸表 
・ 補足情報（たとえば、「経営管理上重要な指標」「生産、受注及び販売の状況」等） 
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○投資者ニーズを踏まえた対応が求められる事項 

  上場会社に対しては、四半期決算短信の開示にとどまらず、四半期決算の内容を投資

者にわかりやすく伝達するため、投資者のニーズを踏まえた的確な対応が要請されてい

ます。 
 （具体例） 
・ 四半期決算の補足説明資料の作成 
・ 四半期決算の説明会・電話会議（カンファレンス・コール）の開催など説明機会の

確保 
・ 上記説明会・電話会議の状況説明や動画・音声情報の提供 
・ 四半期決算短信や補足説明資料の英訳、その他の英訳情報の提供、海外向け説明会

の開催 等 
 
○四半期レビュー手続きの実施状況の記載 

  本年６月の見直しにより、「四半期決算短信（サマリー情報）」様式において、四半期

財務諸表等に係る公認会計士又は監査法人の四半期レビュー手続の実施状況に関する記

載が求められています。 
 
 
２．調査結果の概要 

 
 平成２３年３月期第１四半期決算短信においては、全ての上場会社が、所定の「四半

期決算短信（サマリー情報）」に基づいて経営成績及び財政状態の概況等の開示を行い、

また、当取引所が必須の内容として開示を要請する事項（四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書等）を開示しました。 
 

 当取引所が必須の内容として開示を要請する事項以外の事項（上場会社各社が投資判

断情報としての有用性が高いと考え、自ら開示する事項）の開示については、前年同

四半期と同様の内容で開示した会社が太宗となっています。 
〔参考〕 

 定性的情報（経営成績）   開示率 ９８．６％ 
 キャッシュ・フロー計算書  開示率 ７９．４％ 
 セグメント情報       開示率 ７１．２％ 

 
 



7 

３．四半期決算短信様式別の上場会社数 
 
【表Ⅱ－１ 四半期決算短信（サマリー情報）別の上場会社数】（単位：社） 

市場区分 
第１号様式 
〔日本基準〕 
（連結） 

第２号様式 
〔日本基準〕 
（非連結） 

第３号様式 
〔米国基準〕 
（連結） 

第４号様式 
〔ＩＦＲＳ〕 
（連結） 

第５号様式 
〔日本基準〕 
（連結） 
（特定２Q） 

市場第一部 １，２３９ ５７ ３２ １ － 
市場第二部 ２８４ ３９ ０ ０ － 
マザーズ ５０ ２５ ０ ０ － 
総計 
（比率） 

１，５７３ 
（９１．１％） 

１２１ 
（７．０％） 

３２ 
（１．９％） 

１ 
（０．１％） 

－ 
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 ４．経営成績に関する定性的情報の開示の状況 
 
【表Ⅱ－２ 市場区分別の経営成績に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

  
市場区分 会社数 記載あり セグメント

の記載あり 
記載比率 

市場第一部 １，３２９ １，３０７ ８６２ ９８．３％ 
市場第二部 ３２３ ３２０ １９３ ９９．１％ 
マザーズ ７５ ７５ ４６ １００．０％ 
総計 １，７２７ １，７０２ １，１０１ ９８．６％ 

 
【表Ⅱ－３ 業種別の経営成績に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

  
業種 会社数 記載あり セグメント

の記載あり 
記載比率 

水産・農林業 ５ ５ ４ １００．０％ 
鉱業 ６ ６ ５ １００．０％ 
建設業 １０５ １０４ ４６ ９９．０％ 
食料品 ６５ ６５ ４６ １００．０％ 
繊維製品 ３３ ３３ ２８ １００．０％ 
パルプ・紙 １２ １２ ９ １００．０％ 
化学 １２５ １２４ １０１ ９９．２％ 
医薬品 ３５ ３５ ２１ １００．０％ 

石油・石炭製品 ６ ６ ５ １００．０％ 
ゴム製品 １４ １４ １２ １００．０％ 

ガラス・土石製品 ３０ ２９ ２４ ９６．７％ 
鉄鋼 ４２ ４１ ２０ ９７．６％ 
非鉄金属 ３０ ３０ ２１ １００．０％ 
金属製品 ４１ ４１ ２２ １００．０％ 
機械 １３７ １３５ ９３ ９８．５％ 
電気機器 １６４ １６２ １１３ ９８．８％ 
輸送用機器 ７８ ７７ ５７ ９８．７％ 
精密機器 ２９ ２８ ２２ ９６．６％ 
その他製品 ４４ ４３ ２３ ９７．７％ 
電気・ガス業 ２０ １８ ５ ９０．０％ 
陸運業 ４２ ４２ ３９ １００．０％ 
海運業 １１ １１ ８ １００．０％ 
空運業 ４ ４ ２ １００．０％ 

倉庫・運輸関連業 ２５ ２４ ２３ ９６．０％ 
情報・通信業 １２０ １１９ ７９ ９９．２％ 
卸売業 １４６ １４４ １１０ ９８．６％ 
小売業 ７６ ７６ ４０ １００．０％ 
銀行業 ８６ ８４ ４ ９７．７％ 

証券、商品先物取引業 ２４ ２３ ７ ９５．８％ 
保険業 ８ ７ １ ８７．５％ 

その他金融業 ２２ ２２ １０ １００．０％ 
不動産業 ４５ ４５ ３４ １００．０％ 
サービス業 ９７ ９３ ６７ ９５．９％ 
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【表Ⅱ－４ 時価総額別の経営成績に関する定性的情報の開示状況※】（単位：社） 
  

時価総額 会社数 記載あり セグメント
に係る記載
あり 

記載比率 

10億円未満 ２２ ２２ １０ １００．０％ 

10億円以上 
～50億円未満 ２６５ ２６４ １７１ ９９．６％ 

50億円以上 
～100億円未満 ２７３ ２６９ １５４ ９８．５％ 

100億円以上 
～200億円未満 ２７８ ２７７ １７７ ９９．６％ 

200億円以上 
～500億円未満 ３２１ ３１６ ２００ ９８．４％ 

500億円以上 
～1,000億円未満 １８７ １８５ １２３ ９８．９％ 

1,000億円以上 
～5,000億円未満 ２６０ ２５７ １８２ ９８．８％ 

5,000億円以上 
～１兆円未満 ６９ ６６ ５０ ９５．７％ 

１兆円以上 ５２ ４６ ３４ ８８．５％ 

※ 時価総額の水準は、平成２２年９月末日時点。 
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 ５．財政状態に関する定性的情報の開示の状況 
 
【表Ⅱ－５ 市場区分別の財政状態に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

市場区分 会社数 記載あり 記載比率 
市場第一部 １，３２９ １，２７９ ９６．２％ 
市場第二部 ３２３ ３１７ ９８．１％ 
マザーズ ７５ ７５ １００．０％ 
総計 １，７２７ １，６７１ ９６．８％ 

 
【表Ⅱ－６ 業種別の財政状態に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

業種 会社数 記載あり 記載比率 
水産・農林業 ５ ５ １００．０％ 

鉱業 ６ ６ １００．０％ 
建設業 １０５ １０２ ９７．１％ 
食料品 ６５ ６４ ９８．５％ 
繊維製品 ３３ ３２ ９７．０％ 
パルプ・紙 １２ １２ １００．０％ 
化学 １２５ １２１ ９６．８％ 
医薬品 ３５ ３４ ９７．１％ 

石油・石炭製品 ６ ６ １００．０％ 
ゴム製品 １４ １３ ９２．９％ 

ガラス・土石製品 ３０ ２６ ８６．７％ 
鉄鋼 ４２ ３６ ８５．７％ 
非鉄金属 ３０ ３０ １００．０％ 
金属製品 ４１ ４０ ９７．６％ 
機械 １３７ １３２ ９６．４％ 
電気機器 １６４ １６０ ９７．６％ 
輸送用機器 ７８ ７５ ９６．２％ 
精密機器 ２９ ２８ ９６．６％ 
その他製品 ４４ ４２ ９５．５％ 
電気・ガス業 ２０ １８ ９０．０％ 
陸運業 ４２ ４２ １００．０％ 
海運業 １１ １１ １００．０％ 
空運業 ４ ４ １００．０％ 

倉庫・運輸関連業 ２５ ２４ ９６．０％ 
情報・通信業 １２０ １１７ ９７．５％ 
卸売業 １４６ １４４ ９８．６％ 
小売業 ７６ ７６ １００．０％ 
銀行業 ８６ ８３ ９６．５％ 

証券、商品先物取引業 ２４ ２３ ９５．８％ 
保険業 ８ ７ ８７．５％ 

その他金融業 ２２ ２２ １００．０％ 
不動産業 ４５ ４４ ９７．８％ 
サービス業 ９７ ９２ ９４．８％ 
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【表Ⅱ－７ 時価総額別の財政状態に関する定性的情報の開示状況※】（単位：社） 
時価総額 会社数 記載あり 記載比率 

10億円未満 ２２ ２２ １００．０％ 
10億円以上 
～50億円未満 ２６５ ２６４ ９９．６％ 

50億円以上 
～100億円未満 ２７３ ２６６ ９７．４％ 

100億円以上 
～200億円未満 ２７８ ２７５ ９８．９％ 

200億円以上 
～500億円未満 ３２１ ３１１ ９６．９％ 

500億円以上 
～1,000億円未満 １８７ １７９ ９５．７％ 

1,000億円以上 
～5,000億円未満 ２６０ ２５２ ９６．９％ 

5,000億円以上 
～１兆円未満 ６９ ６３ ９１．３％ 

１兆円以上 ５２ ３９ ７５．０％ 

※ 時価総額の水準は、平成２２年９月末日時点。 
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６．業績予想に関する定性的情報の開示の状況 
 
【表Ⅱ－８ 市場区分別の業績予想に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

市場区分 会社数 記載あり 記載比率 
市場第一部 １，３２９ １，２９６ ９７．５％ 
市場第二部 ３２３ ３１８ ９８．５％ 
マザーズ ７５ ７５ １００．０％ 
総計 １，７２７ １，６８９ ９７．８％ 

 
【表Ⅱ－９ 業種別の業績予想に関する定性的情報の開示状況】（単位：社） 

業種 会社数 記載あり 記載比率 
水産・農林業 ５ ５ １００．０％ 

鉱業 ６ ６ １００．０％ 
建設業 １０５ １０３ ９８．１％ 
食料品 ６５ ６４ ９８．５％ 
繊維製品 ３３ ３３ １００．０％ 
パルプ・紙 １２ １２ １００．０％ 
化学 １２５ １２２ ９７．６％ 
医薬品 ３５ ３３ ９４．３％ 

石油・石炭製品 ６ ６ １００．０％ 
ゴム製品 １４ １４ １００．０％ 

ガラス・土石製品 ３０ ２９ ９６．７％ 
鉄鋼 ４２ ４１ ９７．６％ 
非鉄金属 ３０ ３０ １００．０％ 
金属製品 ４１ ４１ １００．０％ 
機械 １３７ １３５ ９８．５％ 
電気機器 １６４ １６２ ９８．８％ 
輸送用機器 ７８ ７７ ９８．７％ 
精密機器 ２９ ２８ ９６．６％ 
その他製品 ４４ ４２ ９５．５％ 
電気・ガス業 ２０ １８ ９０．０％ 
陸運業 ４２ ４２ １００．０％ 
海運業 １１ １１ １００．０％ 
空運業 ４ ４ １００．０％ 

倉庫・運輸関連業 ２５ ２４ ９６．０％ 
情報・通信業 １２０ １１８ ９８．３％ 
卸売業 １４６ １４３ ９７．９％ 
小売業 ７６ ７４ ９７．４％ 
銀行業 ８６ ８２ ９５．３％ 

証券、商品先物取引業 ２４ ２３ ９５．８％ 
保険業 ８ ７ ８７．５％ 

その他金融業 ２２ ２２ １００．０％ 
不動産業 ４５ ４５ １００．０％ 
サービス業 ９７ ９３ ９５．９％ 
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【表Ⅱ－１０ 時価総額別の業績予想に関する定性的情報の開示状況※】（単位：社） 
時価総額 会社数 記載あり 記載比率 

10億円未満 ２２ ２２ １００．０％ 
10億円以上 
～50億円未満 ２６５ ２６４ ９９．６％ 

50億円以上 
～100億円未満 ２７３ ２６９ ９８．５％ 

100億円以上 
～200億円未満 ２７８ ２７６ ９９．３％ 

200億円以上 
～500億円未満 ３２１ ３１５ ９８．１％ 

500億円以上 
～1,000億円未満 １８７ １８２ ９７．３％ 

1,000億円以上 
～5,000億円未満 ２６０ ２５２ ９６．９％ 

5,000億円以上 
～１兆円未満 ６９ ６６ ９５．７％ 

１兆円以上 ５２ ４３ ８２．７％ 

※ 時価総額の水準は、平成２２年９月末日時点。
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７．キャッシュ･フロー計算書に係る開示の状況 
 
【表Ⅱ－１１ 市場区分別のキャッシュ･フロー計算書の開示状況】（単位：社） 

市場区分 会社数 記載あり 記載比率 
市場第一部 １，３２９ １，０３３ ７７．７％ 
市場第二部 ３２３ ２６５ ８２．０％ 
マザーズ ７５ ７３ ９７．３％ 
総計 １，７２７ １，３７１ ７９．４％ 

 
【表Ⅱ－１２ 業種別のキャッシュ･フロー計算書の開示状況】（単位：社） 

業種 会社数 記載あり 記載比率 
水産・農林業 ５ ５ １００．０％ 

鉱業 ６ ２ ３３．３％ 

建設業 １０５ ８１ ７７．１％ 

食料品 ６５ ６０ ９２．３％ 

繊維製品 ３３ ２９ ８７．９％ 

パルプ・紙 １２ ９ ７５．０％ 

化学 １２５ １０５ ８４．０％ 

医薬品 ３５ ３２ ９１．４％ 

石油・石炭製品 ６ ４ ６６．７％ 

ゴム製品 １４ ９ ６４．３％ 

ガラス・土石製品 ３０ ２６ ８６．７％ 

鉄鋼 ４２ ２６ ６１．９％ 

非鉄金属 ３０ ２２ ７３．３％ 

金属製品 ４１ ３１ ７５．６％ 

機械 １３７ １２２ ８９．１％ 

電気機器 １６４ １３９ ８４．８％ 

輸送用機器 ７８ ５７ ７３．１％ 

精密機器 ２９ ２４ ８２．８％ 

その他製品 ４４ ３３ ７５．０％ 

電気・ガス業 ２０ １７ ８５．０％ 

陸運業 ４２ ３９ ９２．９％ 

海運業 １１ １１ １００．０％ 

空運業 ４ ２ ５０．０％ 

倉庫・運輸関連業 ２５ ２０ ８０．０％ 

情報・通信業 １２０ １０４ ８６．７％ 

卸売業 １４６ １２８ ８７．７％ 

小売業 ７６ ６１ ８０．３％ 

銀行業 ８６ ８ ９．３％ 

証券、商品先物取引業 ２４ １６ ６６．７％ 

保険業 ８ ３ ３７．５％ 

その他金融業 ２２ １６ ７２．７％ 

不動産業 ４５ ４３ ９５．６％ 

サービス業 ９７ ８７ ８９．７％ 

 



15 

【表Ⅱ－１３ 時価総額別のキャッシュ･フロー計算書の開示状況※】（単位：社） 
時価総額 会社数 記載あり 記載比率 

10億円未満 ２２ ２０ ９０．９％ 
10億円以上 
～50億円未満 ２６５ ２２２ ８３．８％ 

50億円以上 
～100億円未満 ２７３ ２２６ ８２．８％ 

100億円以上 
～200億円未満 ２７８ ２３１ ８３．１％ 

200億円以上 
～500億円未満 ３２１ ２４７ ７６．９％ 

500億円以上 
～1,000億円未満 １８７ １４３ ７６．５％ 

1,000億円以上 
～5,000億円未満 ２６０ １８９ ７２．７％ 

5,000億円以上 
～１兆円未満 ６９ ５５ ７９．７％ 

１兆円以上 ５２ ３８ ７３．１％ 

※ 時価総額の水準は、平成２２年９月末日時点。
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８．セグメント情報に係る開示の状況 
 
【表Ⅱ－１４ 市場区分別のセグメント情報の開示状況】（単位：社） 

市場区分 会社数 記載あり※ 記載比率 
市場第一部 １，３２９ ９６８ ７２．８％ 
市場第二部 ３２３ ２１６ ６６．９％ 
マザーズ ７５ ４５ ６０．０％ 
総計 １，７２７ １，２２９ ７１．２％ 

※ 単一セグメントであるため記載を省略する旨の記載がある場合を含む。 
 
【表Ⅱ－１５ 業種別のセグメント情報の開示状況】（単位：社） 

業種 会社数 記載あり※ 記載比率 
水産・農林業 ５ ４ ８０．０％ 

鉱業 ６ ３ ５０．０％ 
建設業 １０５ ５３ ５０．５％ 
食料品 ６５ ５６ ８６．２％ 
繊維製品 ３３ ３０ ９０．９％ 
パルプ・紙 １２ ９ ７５．０％ 
化学 １２５ １１０ ８８．０％ 
医薬品 ３５ ２９ ８２．９％ 

石油・石炭製品 ６ ５ ８３．３％ 
ゴム製品 １４ １０ ７１．４％ 

ガラス・土石製品 ３０ ２５ ８３．３％ 
鉄鋼 ４２ ２６ ６１．９％ 
非鉄金属 ３０ ２４ ８０．０％ 
金属製品 ４１ ２６ ６３．４％ 
機械 １３７ １１１ ８１．０％ 
電気機器 １６４ １３１ ７９．９％ 
輸送用機器 ７８ ６３ ８０．８％ 
精密機器 ２９ ２４ ８２．８％ 
その他製品 ４４ ２９ ６５．９％ 
電気・ガス業 ２０ ８ ４０．０％ 
陸運業 ４２ ３９ ９２．９％ 
海運業 １１ １０ ９０．９％ 
空運業 ４ ２ ５０．０％ 

倉庫・運輸関連業 ２５ ２３ ９２．０％ 
情報・通信業 １２０ ８３ ６９．２％ 
卸売業 １４６ １２１ ８２．９％ 
小売業 ７６ ４５ ５９．２％ 
銀行業 ８６ ４ ４．７％ 

証券、商品先物取引業 ２４ ９ ３７．５％ 
保険業 ８ ２ ２５．０％ 

その他金融業 ２２ １２ ５４．５％ 
不動産業 ４５ ３３ ７３．３％ 
サービス業 ９７ ７０ ７２．２％ 

 ※ 単一セグメントであるため記載を省略する旨の記載がある場合を含む。 
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【表Ⅱ－１６ 時価総額別のセグメント情報の開示状況※１】（単位：社） 

時価総額 会社数 記載あり 
※２ 記載比率 

10億円未満 ２２ １２ ５４．５％ 

10億円以上 
～50億円未満 ２６５ １６４ ６１．９％ 

50億円以上 
～100億円未満 ２７３ １９３ ７０．７％ 

100億円以上 
～200億円未満 ２７８ ２０６ ７４．１％ 

200億円以上 
～500億円未満 ３２１ ２２９ ７１．３％ 

500億円以上 
～1,000億円未満 １８７ １３５ ７２．２％ 

1,000億円以上 
～5,000億円未満 ２６０ ２００ ７６．９％ 

5,000億円以上 
～１兆円未満 ６９ ５４ ７８．３％ 

１兆円以上 ５２ ３６ ６９．２％ 

※１ 時価総額の水準は、平成２２年９月末日時点。 
 ※２ 単一セグメントであるため記載を省略する旨の記載がある場合を含む。 
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９．その他の情報に係る開示の状況 
 
  【表Ⅱ－１７ その他の情報に係る開示の状況】（単位：社） 

開示項目 開示している会社数 
生産、受注及び販売の状況※１ ３０８ 
売上高の内訳、部門別売上高 １３５ 
個別業績、個別受注の状況※２ ８１ 
重要な後発事象 ５６ 
個別財務諸表（連結財務諸表作成会社のみ） ５２ 
四半期毎の業績推移 ３３ 
その他の情報 １６２ 
※１ 「生産、受注及び販売の状況」の一部のみが開示されている場合を含む。 
※２ 「個別財務諸表」と異なる項目により開示されている場合のみ。 

 
 
 １０．四半期決算補足説明資料の作成の状況 
 
  【表Ⅱ－１８ 四半期決算補足説明資料の作成の状況】（単位：社） 

   
市場区分 作成している 四半期決算短信に 

添付 
サマリー情報上に 
閲覧方法等を記載 

市場第一部 ４５０ １０５ ２ 
市場第二部 １６ ５ ０ 
マザーズ ２４ ０ ０ 
総計 

（比率※） 
４９０ 

（２８．４％） 
１１０ 

（６．４％） 
２ 

（０．１％） 
作成している 

市場区分 添付資料中に 
閲覧方法等を記載 

TDnetに同日掲載 
作成していない 

市場第一部 ３２ １３７ ８７９ 
市場第二部 ２ ３ ３０７ 
マザーズ ４ １０ ５１ 
総計 

（比率※） 
３８ 

（２．２％） 
１５０ 

（８．７％） 
１，２３７ 

（７１．６％） 
   ※ 調査対象とした上場会社数（１，７２７社）に対する比率。 
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 １１．四半期決算説明会開催の状況 
 
  【表Ⅱ－１９ 四半期決算説明会開催の状況】（単位：社） 

   

市場区分 開催する サマリー情報

上に対象者を

記載 

添付資料中に 
対象者を記載 

開催しない 

市場第一部 ２１２ １３２ ３ １，１１７ 
市場第二部 ４ ２ ０ ３１９ 
マザーズ １５ １２ ０ ６０ 
総計 

（比率） 
２３１ 

（１３．４％） 
１４６ 

（８．５％） 
３ 

（０．２％） 
１，４９６ 

（８６．６％） 
※ 調査対象とした上場会社数（１，７２７社）に対する割合 

 
【表Ⅱ－２０ 説明会の対象者の状況】（単位：社） 

 機関投資家 アナリスト 
報道機関※３ 
（新聞記者、 
メディア等） 

その他 
（個人投資家、

金融機関等） 
総計※１ 
（比率※２） 

１２６ 
（５４．５％） 

１１９ 
（５１．５％） 

１３ 
（５．６％） 

８ 
（３．５％） 

※１ 延べ数。 
※２ 四半期決算説明会を開催した上場会社（２３１社）に対する比率であり、合

計は１００％とならない。 
※３ 兜倶楽部その他の記者クラブ等において報道機関を対象に実施する記者

会見については、四半期決算説明会の対象に含めていない。 
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１２．四半期レビュー手続の実施状況に関する開示の状況 
 
  【表Ⅱ－２１ 四半期レビュー手続の実施状況に関する開示の状況】（単位：社） 

市場区分 
「レビューを実施中である」、 
「レビューが終了していない」 

旨の記載 

「レビューが既に終了している」 
旨の記載 

市場第一部 １，１３６ １９３ 
市場第二部 ２６７ ５６ 
マザーズ ６７ ８ 
総計 

（比率） 
１，４７０ 

（８５．１％） 
２５７ 

（１４．９％） 
 
 
 

以 上 
 
 
 
 
 

 
 

【 本 件 に 関 す る お 問 合 せ 先 】 
株式会社 東京証券取引所 
上場部 企画担当 

電 話：（０３）３６６６－０１４１（代表） 
 
 


